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令和７年７月２９日 

政 策 経 営 部 

官民連携・行政手法改革担当課 

 

「令和７年度 自治体間連携フォーラム」の実施報告について 

1 主旨  

世田谷区では、心豊かな暮らしを実現するための地方・都市との連携・交流を推進し、 

自治体同士や住民同士の交流、大学と自治体の連携など、幅広い連携の取組みへつなげるこ

とを目指し、「自治体間連携フォーラム」を開催している。 

今年度は「多様な主体による持続可能な地域づくり」をテーマに、具体的事例の共有や、

交流ある自治体の首長等による意見交換の場として、北海道白老町との共催により令和７年

度自治体間連携フォーラムを開催したので報告する。 

 

2 事業概要 

（１）日時 

以下の通り二部制でフォーラムを開催した。 

① 第一部 令和７年６月２６日（木）１４時３０分～１６時４５分 

② 第二部 令和７年６月２７日（金）１４時３０分～１６時２０分 

（２）開催場所 

北海道白老町 白老町総合保健福祉センター（一般視聴はオンライン） 

（３）参加者等（計１５団体） 

【参加者】 

北海道白老町、北海道厚真町、北海道中川町、新潟県十日町市、山形県舟形町、長野

県豊丘村、群馬県川場村、東京都世田谷区、神奈川県川崎市、世田谷区社会福祉事業

団 

【オンライン視聴】 

北海道江別市、福島県喜多方市、東京都渋谷区、東京都杉並区、駒澤大学 

（４）テーマ 

多様な主体による持続可能な地域づくり 

（５）内容 

① 第一部 各自治体の取組み紹介（別紙１） 

北海道白老町 

・「アイヌ」の歴史と文化がいきづくまち 
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山形県舟形町 

・東北農林専門職大学との連携による若者定着及び担い手増加に関する取組み 

新潟県十日町市 

・再生可能エネルギーに関する市の取組み 

世田谷区 

・認知症になっても安心して自分らしく暮らせるまちを目指して 

② 第二部 

ａ）各自治体の取組み紹介（別紙１） 

神奈川県川崎市 

・川崎市における多文化共生施策について 

世田谷区社会福祉事業団 

・事業団における外国人材の活用及び区内福祉施設における外国人材の交流に関

する取組み 

ｂ）意見交換（別紙２） 

 【参加者】 

北海道白老町長、北海道厚真町長、北海道中川町長、山形県舟形町長、長野県豊

丘村長、群馬県川場村長、東京都世田谷区長、神奈川県川崎市副市長、世田谷区

社会福祉事業団理事長 

 

3 その他 

当フォーラムの実施概要及び発表資料については、区ホームページに掲載する。 
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各自治体の取組み紹介概要 

① 「アイヌ」の歴史と文化がいきづくまち（北海道白老町） 

〇ウポポイ（民族共生象徴空間）について 

・アイヌ文化の復興・発展の拠点として 2020年 7月に開設し、国内外・世代問わずアイヌ

の世界観、自然観等を学ぶことができる空間。 

・2007 年に「先住民族の権利に関する国連宣言」が日本も賛成のうえ、採択された。その

翌年に「アイヌ民族を先住民族とすることを求める決議」が衆参両院で採択された。2009

年の有識者懇談会による民族共生象徴空間整備の提言を経て、2014 年に白老町への整備

が閣議決定された。 

 

 

 

 

 

 

 

〇ウポポイ開設における町の取組み 

・ウポポイへのアクセス改善のため、国に働きかけ、国道の拡幅。 

・白老駅に自由通路を整備。 

・情報発信強化のため、ウポポイの近接地に観光センターを開設し、町民の方も気軽にウポ

ポイに来られるよう町民向けの無料パスポートを配布した。 

 

 

 

 

 

 

 
 

〇まとめ 

町は 2020年に開業したウポポイを中心に、より多くの方にアイヌ文化の理解促進を行う

ため、ハードとソフトの両面で取り組みを実施している。ウポポイの開業を契機に、町では

互いの文化や個性を尊重する多文化共生の町づくりを進め、人口減少の課題解決にも様々な

つながりが不可欠なことから、多様な主体による持続可能なまちづくりを目指している。 

別紙１ 
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② 東北農林専門職大学との連携による若者定着及び担い手増加に関する取組み（山形県舟

形町） 

〇東北初の公立農林業系専門職大学 

・令和 6 年 4月に開学。農業経営学科と森林業経営学科の 2学科がある。 

・計 40名の定員に対し、全国から学生が集まった。学生のうち非農家出身者が約 60%、女

性が約 30%である。 

・大学開学を契機にキャンパスから一番近い市街地である舟形町が、若者の定着と農業後継

者の育成に向けて取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

〇大学と町の連携 

・県内の農業科のある高校や静岡県の農林環境専門職大学に通う学生及び保護者の声を聞

き取った上で、民間による学生向けのアパートを整備に対し、町が補助金を支出している。

また、キャンパスへの移動や実習先の移動支援等の様々な支援も行っている。 

・学生が大学とアパートの往復だけにならないよう、空き家を改修した学生と地域住民の交

流拠点「ふなぽん」を整備し、学生と地域住民の交流を活性化する仕組みを構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

〇まとめ 

町は、令和 6年に開学した東北農林専門職大学と連携し、若者の定着と地域活性化を目指

し学生の住環境や地域住民との交流拠点を整備した。また、学生が大学卒業後も町で新規就

農できるよう、就農支援のワンストップ窓口も設置し、非農家出身の学生にも農業参入の機

会を提供している。新規就農希望者への総合的支援など、今後も地域に誇りと活力を生み出

すまちづくりを進めていく。 
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③ゼロカーボンシティの実現に向けて（新潟県十日町市） 

〇市が目指すエネルギー政策と具体の取組み 

・2016年に市内総電力消費量のうち 30％を再生可能エネルギーで創出するという目標を掲

げた。また、2020年にゼロカーボンシティを宣言し、2050年までに二酸化炭素の排出量

を実質ゼロにすることを目指している。 

・目標達成のため、公共施設と民間施設への再エネ普及促進を行っている。民間施設への普

及促進にあたっては、全国トップクラスの補助制度を設けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇日本三大薬湯「松之山温泉」での地熱発電 

・地元企業を含めた 3社の共同事業により、発電事業用目的会社を設立した。発電した電力

は FIT（固定価格買取制度）により、15年間売電する。 

・発電した電力は「せたがや版 RE100」の達成を目標に自然エネルギー活用の自治体間連携

を進める世田谷区（世田谷中学校や希望する区民等）に供給している。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〇まとめ 

市は 2050 年までのゼロカーボンシティ実現を目指し、再生可能エネルギーの導入を積

極的に推進しており、民間施設への太陽光発電や地熱・バイオマス発電導入への補助、温

泉熱や下水熱での融雪など多様な取り組みを展開している。また、松之山温泉の地熱発電

により、世田谷区への電力供給も実現している。今後は地産地消の電力利用や次世代技術

の導入、森林整備による Jクレジット創出にも取り組み、持続可能な地域づくりを進める。 
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④認知症になっても安心して自分らしく暮らせるまちを目指して（世田谷区） 

〇世田谷区の概況について 

・介護保険の要支援又は要介護認定者数は約 52,000 人おり、その内、認知症高齢者の方は

約 35,000 人だが、この数には認知症の症状はあっても介護認定を受けていない方や若年

性認知症の方は含まれていないため、認知症の方の実際の人数はさらに多いと推計。 

・認知症施策の専門的かつ中核的な拠点として、令和 2年に世田谷区認知症在宅生活サポー

トセンターを開設し、認知症専門医を含む様々な専門職が在職している。 

 

 

 

 

 

 
 

〇世田谷区認知症とともに生きる希望条例について 

・高齢化の進展により認知症が身近な課題となる中、区全体で認知症施策に取り組むため、

未来志向の抜本的改革として、令和 2年に国に先駆けて「世田谷区認知症とともに生きる

希望条例」を制定。 

・令和 3年には条例の取組みを着実に実現するために「世田谷区認知症とともに生きる希望

計画」を策定し、本人発信・社会参加を要として、認知症の本人が参画したアクション（＝

認知症の有無に関わらず、気軽に参加できる身近な地域活動）の充実、診断後の支援等、

特徴的な取組みを掲げている。 

 

 

 

 

 

 

 

〇まとめ 

区は上記条例の制定にあたり、認知症の方も参画し、当事者の視点を条例に反映。また、

認知症を「支援が必要な人」ではなく、「希望を持って地域で暮らす住民」である等、これ

までの認知症観の転換を図っている。今後も認知症であってもなくても、誰もが安心して

自分らしく暮らせるまちを目指し、本人の参画と発信を要として様々な認知症施策を進め

る。 
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⑤川崎市における多文化共生施策について（神奈川県川崎市） 

〇川崎市の概況 

・直近 20年で外国人市民が約 2倍に増加している。コロナ禍で減少したものの、その後増

加に転じ、今年４～５月に 900人以上増加するなど、過去最高数値を更新中である。 

・外国人市民の約半数が市南部地域に在住し、特に多い地域では地域人口の 1割を外国人市

民が占め、全人口比では 3.72％、148の国・地域の方が在住している。 

 

 

 

 

 

 

 
 

〇外国人市民に関わる主な施策 

・昭和４０年代後半から施策を展開し、平成８年には外国人市民代表者会議を条例によ

り設置、外国籍住民が自ら課題を調査・審議することで、市政参加を推進している。特

に重要なものは市に提言し、市は提言された 135項目のうち 81.5％を達成した。 

・外国人市民相談窓口は、多文化共生総合相談ワンストップセンター（中原区、１１言語

対応）とかわさき多文化共生プラザ（市役所内、６言語対応）の 2か所を設置している。 

・平成１７年策定の多文化共生社会推進指針では、①人権の尊重、②社会参加の促進、③

自立に向けた支援を３つの基本理念とし、令和元年には「川崎市差別のない人権尊重の

まちづくり条例」の制定により、ヘイトスピーチに対して全国初の刑事罰を設けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇まとめ 

行政、市民ボランティア、民間団体など様々な主体による活動の輪を広げ、外国人市民

もともに地域社会を構成する一員として市政・社会参加することで、多文化共生社会の実

現を目指す。 
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⑥事業団における外国人材の活用及び区内福祉施設における外国人材の交流に関する取組み 

〇外国人材の活用と交流会の実施 

・区内高齢化率は上昇が加速すると見込まれ、要介護認定者数と介護給付費が急速に高まる

現状の一方で、福祉関連有効求人倍率は高止まりのため、人材派遣活用とともに外国人材

の採用に取り組み、区内特養ホームにおける外国籍職員は１施設平均 10名程度いる状況。 

・区福祉人材育成研修センターが区内施設の外国人職員の交流会を実施。法人の枠を超えた

外国人同士が情報交換できるコミュニティの実現により、外国人職員が安心して働くこと

ができ、それが各法人の採用の際の強みとなり、本人のモチベーション維持にもつながる。 

 

 

 

 

 

 

 
 

〇外国人介護職員の育成 

・日本語教育専門職員の採用や翻訳アプリの活用で、日本人職員とのコミュニケーション向

上を図ると同時に、介護分野に限定しない文化的な側面からの日本語教育を実施した。 

・外国人介護職員に研修講師を任せ、互いに学びあう環境を実現。また、「学びたいことア

ンケート」を実施し、書類作成、介護機器使用方法等、個々の要望に沿って支援している。 

・業務マニュアルへ外国人介護職員の意見も反映し、書類のユニバーサルデザイン化や平易

な文章表現への修正、多言語化を実施。法人合同でOJT用マニュアル動画も作成した。 

 

 

 

 

 

 
 

〇まとめ 

今後も多言語対応や異文化理解を促進し、外国人職員と日本人職員が協力してケアを提供

できる体制を築きたい。また、外国人採用だけでなく、社会福祉連携推進法人という新しい

制度を活用することで、広域での他施設や、弁護士、不動産、金融機関等、他業種専門機関

ともつながることで、ケアマネージャーの「シャドーワーク」といった負担を払拭し、安心

して働くことができる環境を採用の強みとして、さらなる人材確保につなげていきたい。 
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■意見交換要旨 

①「アイヌ」の歴史と文化がいきづくまち 

アイヌの文化・歴史の理解促進や、外国人住民を含めた多文化共生のまちづくりは、高齢化

率 40％超の自自治体が大学生、若者をともに地域をつくる仲間として受け止める意味で通

じており、大学や若者を活かした新しいまちづくりをしていかなければならないと感じた。 
 
②東北農林専門職大学との連携による若者定着及び担い手増加に関する取組み 

実際に農地や森林がある環境下で農林業の知識や技術を学び、大学卒業後もその地域で就農

し定住できるのは、学生のニーズに合っている。学校と雇用の場を整えるというのは、山間

部にある自自治体においても、地域資源を活用する上で非常に参考になる取組みだと感じた。 
 
③ゼロカーボンシティの実現に向けて 

同じ豪雪地域という気象条件の中、自自治体でなかなか進まない太陽光発電やその他再生可

能エネルギーの普及啓発等に先進的に取り組まれており、大変参考となった。 
 
④認知症になっても安心して自分らしく暮らせるまちを目指して 

自自治体でも認知症の方は多く、予防しようという議論になりがちなところ、条例では誰も

が認知症になる可能性があると「自分ごと」として捉え、なってからも自分らしく暮らせる

点を大切に、新しい認知症観に基づく取組みを実施している点が大変参考になった。 
 
⑤川崎市における多文化共生施策について 

自自治体においても介護や水産加工の現場等様々な場所で外国人の方が活躍しており、事業

者からは外国人も住みやすいまちづくりや、地域住民と外国人の橋渡し役を行政が担ってほ

しいとの要望がある。人口規模は異なるものの、今後、大変参考となる取組みだと感じた。 
 
⑥世田谷区社会福祉事業団における外国人材の活用、及び区内福祉施設における外国人材の

交流に関する取組み 

為替の影響で日本が選ばれなくなりつつあり、外国人材の確保が難しくなる中、マニュアル

の整備や日本語習得支援、文化理解、交流会の開催など、外国人職員が働きやすい環境づく

りに取り組み、人材確保・定着に繋げている点が大変参考になった。 
 
⑦自治体間連携フォーラム全体を通して 

・参加自治体による事例発表はアイヌ文化、大学との連携、自然エネルギー、認知症、福祉

施設での外国人材の活躍、在住外国人施策など、様々な分野があったが、各自治体が直面

している課題には共通点があり、発表内容を取組みに活かしていきたいと感じた。 

・参加自治体との情報交換を通じて得られた知見を、自自治体に合う形で政策に反映できる

点にフォーラムの大きな価値があると感じた。 

・今回のフォーラムで共有された課題は自自治体でも将来的に生じる可能性があり、小さな

自治体だけでは解決することが困難な点もあるので、今後もフォーラムを通じて連携し、

情報収集しながら具体の取組みに繋げたい。 

別紙２ 


